












































































































































































































































































































































項　　　目 予算 ％ 実績 ％ 差異 ％
????現金預金売上収入売掛金回収収入
受取手形期日取立収入
手形割引収入
その他収入
損益収入計
????現金預金仕入支出買掛金支出
支払手形期日決済支出
労務費支出
諸経費支出
その他支出
損益支出計
損益収支差額
法人税等支出
配当等支出
配当等控除後差額
?????増資収入
借入金収入
社債収入
その他収入
非損益収入計?????固定資産取得支出
借入金返済支出
その他支出
非損益支出計
非損益収支差額
総収支差額
現金預金有高
内訳
現、有局
当座預金有高
普通預金有高
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コンピュータを利用して，仕訳時に収支科目も入力し，自動的に収支計算表
が出力されるように工夫したらどうであろうか。（注11）
　将来の収支を予測する場合には，損益予測を基礎に一して回収条件や支払条
件等を考慮して作成される。現金預金が不足する場合には，調達方法を検討
し，余剰が生じる場合には，どのように運用するかを計画し，特に時間的な
タイミングには十分留意しなければならない。現金預金収支の予測は何回も
試行的に行なわれ，フィードバックされ，修正され，最終的に総合的な合理
的な予測となるように努力することが大切である。そして，単なる収支予測
から，収支予算となるまで精度を高めなければならない。（注12）
　5．現金預金収支計算表の評価・分析
　現金預金収支計算表を評価・分析する場合の基本的な考え方は次の通りで
あろう。
　（1）支払能力の確保
　（2）各区分ごとの収支バランスの確保
　（3）適正有高の確保
　（4）資金効率の向上
　支払能力の確保とは，資金の流れがストップしないようにすること，すな
わち，インフロー（ストックを含む）がアウトフロー以上に維持，確保する
ことである。マイナスになることはもちろん許されない。各区分ごとの収支
バランスの確保とは，各収支区分ごとのインフローとアウトフローが，適当
なバランスを取れるように維持，確保することである。適正有高の確保とは，
ある適当な支払能力を確保し，しかも資金コスト上あまり多額に保有しない
ように，合理的な有高を決定し，維持，確保することである。（注13）資金効率
の向上とは，資金という経営資源をいかに有効に利用して，収益力の向上に
役立てるかを考慮することである。
　試案の現金預金収支計算表の区分に基づいて，評価・分析方法を検討して
みよう。第一に，収益等によってもたらされる損益収入は，費用等に支払ら
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われる損益支出を十分に賄わなければならない。すなわち，損益収入と損益
支出の差額である損益収支差額はプラスとなり，しかも，法人税等や利益処
分支出項目をも控除した，配当等控除後差額もプラスとなることである。特
に月次収支計算の場合には，月によってはマイナスとなることも考えられる
が，マイナスが何ヵ月間も続くようでは問題である。
　損益収支差額を企業本来の活動に基づく現金獲得高（cash　earnings）と考
えれば，プラス額をできる限り極大化させることが望ましいことになる。短
期的に判断すれば問題もあろうが，長期的な極大化は企業目標ともなりえよ
う。究極的には利益極大化と結び付くことになるからである。
　次に，総収支差額がプラスになる場合とマイナスになる場合に分けて，現
金預金収支計算表の評価・分析を試みる。但し，現金預金有高はある程度の
適正額に維持されていると仮定する。最初に，総収支差額がプラスになる場
合は，資金的に余裕が生じているケースである。配当等控除後差額と非損益
収支差額との組合せを考えると，図4のように三通りになる。
　　　　　図4　　総収支差額がプラスになる組合せ
非損益収支差額
十 一
配当等控除後差額
十 1のケース 1のケース
一 皿のケース
差額がちょうど0になる場合も考えられるが，特殊なケースとして本稿で
は簡略化のために考慮しない。1のケースは両差額ともにプラスの場合であ
る。経営成績に係わる配当等控除後差額がプラスなのに，非損益収支もプラ
スとなっており，資金調達が過剰となっており，近い将来にこの過剰額が適
正に運用されなければならない。1のケースは配当等控除後差額がプラスで，
非損益収支差額がマイナスで，プラスの値がマイナスの値よりも大きい場合
である。経営成績に係わる余剰収入を非損益支出に運用しており，通常は望
ましいケースと考えられる。皿のケースは配当等控除後差額がマイナスで，
非損益収支差額がプラスで，プラスの値がマイナスの値よりも大きい場合で
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ある。経営成績に係わる収支のマイナス分を非損益収入によって補っている。
資金調達によって総収支のバランスを取っており，短期的には仕方無いが，
これが長期化すると問題であろう。
　総収支差額がマイナスになる場合は，資金的に不足が生じているケースで
ある。配当等控除後差額と非損益収支差額との組合せを考えると，図5のよ
うに三通りになる。
　　　　　　図5　　総収支差額がマイナスになる組合せ
非損益収支差額
十 一
配当等控除後差額
十 lVのケース
『 Vのケース V【のケース
　lVのケースは配当等控除後差額がプラスで，非損益収支差額がマイナスで，
マイナスの値がプラスの値よりも大きい場合である。資金運用が経営成績に
係わる余剰収入を越えており，これも長期化すると問題であろう。Vのケー
スは配当等控除後差額がマイナスで，非損益収支差額がプラスで，マイナス
の値がプラスの値よりも大きい場合である。経営成績に係わる収支のマイナ
ス分を資金調達によって補おうとしたが，まだ不足している。こうなるとか
なり問題となりつつあると判断されよう。VIのケースは両差額ともにマイナ
スの場合である。経営成績に係わる収支がマイナスなのに，資金運用も過大
となっており，かなり問題であろう。
　以上の結果を総括すると，特別に問題がないのは1，1のケースであり，
短期的に判断するのが難しいのは皿，IVのケースであり，かなり問題である
のはV，V【のケースであるということになる。このような分析結果はかなり
大雑ぱではあるが，詳細分析や長期分析を行なう前提となろう。必要に応じ
て，各内訳科目の変動をより詳細に検討したり，長期間の変動推移を考慮す
べきことは当然である。
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皿　結びに代えて
　現金預金収支計算表は，企業の中心的な計算書類として利用できるであろ
うし，そうしなければならない。収支状況の把握は，単発的に臨時的に行な
われるのではなく，継続的に計画的に行なわれるべきである。収支計算表を
評価・分析することによって，将来の流動性のみならず，潜在的な収益性を
も推測することが可能となろう。
　前述したように，より合理的な指針となるためには，予算として一体化し
ていることが必要である。現金預金収支予算として機能することによって，
経営管理手法としてはより有効に役立てられる。特に中小企業においては，
現金預金収支計算表を発展させることによって，予算を採用できるようにな
るかもしれない。収支計算表が予算の適正性を増加させるだけではなく，予
算そのものとして機能させることも可能となる。
　現金預金収支計算表だけで，すべての問題を解決できるかと言えば，これ
は疑問である。収支計算表だけの評価・分析では不十分であり，完全なもの
とは言えない。利益のフローや正昧運転資金等のフローとも比較検討し（注14），
更らに財政状態を考慮して，有機的な判断を下さなければならない。将来の
キャッシュレス化やエレクトロバンキング時代を展望すれば，流動性だけを，
又は収益性だけを単独で問題にするのではなく，両者を統合させて，どのよ
うに収益性（採算性）と流動性（支払性）をバランスさせていくかが重要課
題となろう。このような課題解決の一里塚として，現金預金収支計算表の質
的向上が役立たないであろうか。
（注1〉　損益計算は企業価値の計算であり，計算結果としての利益は，無形の測定値で
　　あり，物的な貨幣そのものではない。
　　　鎌田信夫稿「財務報告とキャッシュ・フロー分析」中島省吾編著『対境関係と
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　　　現代会計』中央経済社，昭和44年，127－35頁参照。
（注2）　Heath　L．C．，Financial　Roporting　And　The　Evaluation　Of　Sol－
　　　vency，AICPA　Inc．，1978。鎌田信夫，藤田幸男共訳『財務報告と支払能力の評
　　　価』国元書房，1982年，138頁。
（注3）　各種資金計算書に関する以下の実態調査を参照。
　　1．昭和34年産業経理協会，染谷恭次郎稿「資金運用表と資金繰表に関する実証的
　　　研究」　『産業経理』昭和35年3月号，62－67頁。
　　2．昭和43年企業経営協会，金子佐一郎監修『資金・出納業務全書』中央経済社，
　　　昭和43年，749－83頁。
　　3．昭和46年企業経営協会，金子佐一郎監修『資金繰り百科』中央経済社，昭和47
　　　年，90－227頁。
（注4）　例えば，次の見解を参照。
　　1．K．ケーファーの見解
（1）正昧流動資産
（2〉貨幣資金
（3）貨幣および貨幣類似の資産
（4）すべての経済的資源
（5）正味積極項目
（6）有形資産
（7）貨幣取引，信用取引によって影響を受ける資産
　Kafer，K。，Kap圭talfluβrechnungen。　Fund　Statement，ILi　gu呈ditatsnach－
wels　und　Bewegungsbilanz　als　dritte　Jahresrechnung　der　Unte　rneh－
mung，Z廿rich1967。安平昭二他共訳『資金計算書の理論（上巻）』千倉書
房，昭和49年，66－67頁。
2　H．R．アントンの見解
11）現金預金
（2〉現金預金及び市場性ある有価証券
13）当座資産
（4〉制約のない現金預金
（5）流動資産
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（注5）
（注6）
（注7）
（注8）
（注9）
（6）総資産・
（7）正昧運転資本
（8）正味当座資産
（9）貸借対照表の全変化
　Anton，H，R．，“Fun（1s　Statement　Practice　in　the　United　States　and
Canada”，The　Accounting　Review，Oct。1954　p620。
ほ）運転資金
（2）当座資金
（3）支払資金
（4）現金資金
　染谷恭次郎著『増補資金会計論』中央経済社，昭和41年，24頁。
　現金概念と言いながらも，本稿のように流動性のある預貯金を包含して用いる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合も多いが，誤解が生じないように敢えて現金預金概念を提案する。
　太田哲三稿「資金繰表の検討」　『企業会計』昭和37年6月号，844－45頁参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現金預金という用語も，誤解を与える余地があり，より正確には，現金流動性
預金概念とすべきである。しかし，あまりにも長くなるので簡潔に現金預金概念
を採用している。
　一般的に，収入，支出，前月繰越，当月繰越に分ける四分法と，以上四区分に，
収支過不足と財務の二区分を加えた六分法が基本型として用いられている。
　大友信之稿「資金繰表をめぐる諸問題」　『企業会計』1954年11月号，19－24頁
参照。
　　日本公認会計士協会がほぼ同様の見解を発表している。
　日本公認会計士協会M　S相談所共通問題協議会『MA　S展開のための会計システ
ムー経営意思決定会計の実践的研究』昭和58年6月7日，74－75頁参照。
　藤巻治吉稿「損益計算と資金収支との関係把握」　『会計』昭和28年10月号，113
－21頁参照。
　収支区分方法に関しては，国弘員人教授の見解も参考になる。
（1）経常収支（経常的な企業活動にともなう収支であって，基本的で重要な収支
　である）
3　染谷恭次郎教授の見解
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　　（2）経常外収支
　　　①決算関係の支出
　　　②固定資産関係の収支
　　　③財務関係の収支
　　　④その他の収支（一時所有の有価証券の売却，購入）
　　　国弘員人著『新版体系経営分析』ダイヤモンド社，昭和46年，320－21，419－
　　20頁参照。
（注10）　手形割引収入の取り扱いに関しては，統一的に決定することは難しく，実態に
　　応じて処理すべきである。一般的には，大部分が直に割引かれるので，これは通
　　常の営業資金回収方法であるから営業収入として取り扱う。但し，割引枠の拡大
　　であったり，本来満期取立が原則であるのに，臨時的に割引した場合は，むしろ
　　財務収入の区分に分類すべきである。
（注11）　現金預金勘定を発生形態別にそれぞれの収支内容を有する勘定科目に分割して，
　　最終的に集合収支勘定としての現金預金勘定に統合させる方法が考えられる。例
　　　えば，現金による売上げの仕訳を次のように変更する。
　　　〔今までの方法〕　　現金預金　××　〃　売上　××
　　　〔変更後〕　　　　　現金預金売上収入　××　〃　売上　××
　　　このように収支科目を用いて仕訳すれば，自動的に収支計算表が作成される。
（注12）　予測と予算の関係にっいては，拙稿「予測と予算」　「Forecast　and　Budge・
　　t」『白鴎女子短大論集』昭和57年3月，127－65頁参照。
（注13）　最適資金有高の研究にっいては，市村昭三著『運転資本管理』同文館，昭和50
　　年参照。
（注14）　アカンティング・フロー概念をキャッシュ・フロー，ファンド・フロー，イン
　　カム・フローの三っに分けて研究した，Jaedicke，R．K．，Sprouse，R．T．，A－
　　ccounting　Flows：Income，Funds，And　Cash，Prentice－Hall，Inc．，1965。
　　加古宜士，矢沢秀雄訳『利益と資金の会計』東洋経済新報社，昭和43年参照。
（付記）
本稿の要旨は，本学における「経営科研究会」　（1984．5．23）において報告
したものである。本学経営科の諸先生方から多くの貴重なご教示，ご支援を
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頂いた。ここに記して感謝の意を表するものであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1984年8月9日）
　（こんの　つよし，経営科　専任講師，簿記原理・管理会計論）
一89一
